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「乳幼児の聴覚異常の早期発見・早期治療について」 

 

〔はじめに〕 

 乳幼児期に難聴である場合、その影響は言語発達や構音（発音）の習得のみ

ならず情緒的安定や社会性の発達など多岐に及ぶことが懸念される。乳幼児の

聴覚異常を早期に発見し、治療あるいは療育へとつなげて行くことが重要であ

る。 

 わが国においては乳幼児期における健診制度が確立されており難聴の発見に

も寄与してきた経緯がある。近年では新生児に対する聴覚スクリーニングの普

及もあり乳幼児期の聴覚異常の発見の低年齢化はさらに促進されているが、後

天性あるいは進行性の難聴への対応という意味も含め乳幼児期の健診において

子どもの聴覚について繰り返し検証していくことはきわめて重要である。 

 

〔難聴の出現率について〕 

 言語発達に影響を及ぼす可能

性のある中等度以上の両側性難

聴の出現率は 0.1〜0.2％、すな

わち 1000 人に１〜２人とされ

ている。平成 24 年の愛知県の出

生数は 67,913 人であり、67〜

135 名の難聴児がその中に含ま

れているという計算になる。 

                      

〔新生児聴覚スクリーニング〕 

 廣田(2013)によると「アメリカにおいては 1998 年の Yoshinaga-Itano らによ

り生後６か月以前に療育を開始した聴覚障害児の３歳段階の言語発達が生後７

か月以降に療育を開始した児の言語発達と比べて良好なことが示され、新生児

聴覚スクリーニングの実施を義務付ける法制化が進んだ」としている。 

 一方、わが国における新生児聴覚スクリーニングは、2001 年に旧厚生省にお

けるモデル事業として岡山県などで試行が始まり2005年４月からは厚生労働省

の母子保健医療対策等総合支援事業に組み込まれ、国庫補助金による助成が始

まった。助成は 2007 年３月に廃止され、新生児聴覚スクリーニングは法制化や

義務化はされていない。しかし、この間に多くの分娩取扱い施設での機器整備

がすすみ、日本産婦人科医会の調査（2005 年 11〜12 月）では調査回答 954 施設

中 738 施設（60.6％）で新生児聴覚スクリーニング機器を保有となっている。 
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〔新生児聴覚スクリーニングの方法〕 

  新生児聴覚スクリーニングには、耳

音響放射（OAE）と自動 ABR（A-ABR）の

２種類があり、いずれも自然入眠下で短

時間に検査ができる。OAE の判定基準は

30dB、A-ABR の判定基準は 35dB に設定

されており、検査終了後 Pass（合格）

あるいは Refer（要精検）という結果が  

自動的に表示される。            

 新生児聴覚スクリーニングで Refer 

（要精検）であることは、「確定診断の 

ために精密検査を受けることが望まし

い」ということであって、「難聴である」

ことを意味している訳ではない。検査結

果の説明に当たっては、保護者を必要以

上に不安にさせぬよう注意が必要であ

る。また、スクリーニング検査結果を母

子手帳に記載しておくことで、関係機関

の間で情報を共有することができる。 

 

〔乳幼児健診における聴力チェック〕 

 乳幼児健診における

聴力チェックは３歳児

健診における聴覚検診

が制度化されている他、

３〜４か月健診や１歳

６か月健診についても

判定方法や判定基準が

規定されている。詳細

は母子健康診査マニュ

アルに記載されている

が、家人が「聞こえと

発達のチェックリスト」

の該当年齢の項目を

チェックすることが求

められる。 
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また、難聴のリスクファクターの

１つである、家族歴の有無や外耳道

閉鎖の有無についても確認すること

になっている。なお、「難聴の家族歴」

とは、「父、母あるいは兄弟姉妹（双

生児を含む）に難聴者・児がいるこ

と」を指し、「外耳道閉鎖」について

は片側のみでも「所見あり」とする。

難聴のリスクファクターとしては他

に左に示す要因がある。          

 ３〜４か月健診での聴覚異常の

判定上の留意点として「この月齢で

は音への興味はまだ薄く、強大音に

は驚いたりするが、普通の大きさの

声に対する反応はまだ乏しい」とさ

れている。また、「口蓋裂児やダウ

ン症児では滲出性中耳炎が頻発し、

中耳炎による難聴（伝音難聴）に

よって反応が不良な場合がある。伝

音難聴は治療で改善するものも多

いが、中耳炎の有無は耳鼻科医に 

よる鼓膜所見の確認が必要となる」 

としている。 

 １歳６か月健診における聴覚

チェックも同様で、家人が「聞こえ

の発達チェックリスト」の該当年齢

の項目をチェックする。１歳６か月

時点での家庭でのチェック項目に

ついては言語理解や発語について

の質問項目が並んでおり、子どもに   

発達の遅れが認められる場合には

「できる項目」が３つ以下となる可

能性がある。こうした場合も「所見 

見あり」とし専門機関の受診を勧奨 

すべきである。 
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 １歳６か月健診について厚生労働省では聴覚検診実施にあたってのガイドラ

インを作製しており、日本耳鼻咽喉科学会のホームページで公開されている。

そこでは３歳児聴覚検診と同様にいくつかのアンケートへの回答結果と家庭に

おける簡易な聴力検査に基づく判定を行うことを薦めている。 

 愛知県内においてもいくつかの自治体で１歳６か月健診の際に独自の方法で

聴覚検診が行われている。厚生労働省のガイドラインにある手法と同一ではな

いがアンケートと簡易な聴力評価に基づく判定である。 

 ３歳児健診についても厚生労働省がガイドラインを作製しているが、愛知県

において現在実施されている聴覚検診では、厚生労働省が示したもの（厚生労

働省方式）とはその目的や具体的手法が異なる（愛知県方式）。 

 愛知県では、平成２年８月に当時の厚生省通知を受けて「三歳児健診実行委

員会」を発足させ有効な聴覚検診システムの検討を開始した。そして平成４年

９月から３歳児聴覚検診を開始、平成９年からは３歳児健診の実地主体が市町

村へと移行となり現在に至っている。 

 

  

 

 厚生労働省方式では、中等度および高度難聴の発見を目標としているのに対

し、愛知県方式では軽、中等度難聴児の検出をその目的としている。また愛知

県方式においては、滲出性中耳炎を含む慢性耳鼻科疾患の検出も目的として挙

げられているのも１つの特徴である。聴覚検診がアンケート（質問票）への回

答と聞こえの検査から成り立つ点は厚生労働省方式でも愛知県方式でも同じだ

が、聞こえの検査として何を行うかという点で両方式には違いがある。厚生労

働省方式では、絵シートによるささやき声検査のみであるのに対し、愛知県方

式では、指こすりによる聞こえの検査と絵シートによるささやき声検査を行う。

また、ささやき声検査に用いる絵シートや単語も異なっている。 
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時々「新生児聴覚スクリーニングで大丈夫だったらもうそれで良いのでは？」

との質問をされる場合がある。これはその後の乳幼児健診での聴覚チェックに

ついても言えることだが、「Pass(合格)」と判定されることは、「現時点では大

丈夫」ということではあっても「将来的にも聞こえについて心配はない」とい

うことではない。乳幼児の聴覚異常は、先にも述べたように後天性あるいは進

行性の難聴への対応という意味も含め新生児聴覚スクリーニングとその後の乳

幼児健診での聴力チェック等により繰り返し行われることが望ましい。 

 さらには、発達の遅れなどがあり健診時に聞こえの検査での聴力評価ができ

ない場合には、「経過観察」にするのではなく「要精検」とすること、ことばの

遅れや構音（発音）習得の遅れが認められる児については、小児の聴力評価が

適切に行える精査機関へ紹介するべきである。 

 また、最近では両親が日本語に堪能でないご家族が健診に訪れる場合も少な

くない。こうした事例への対応策として、３歳児健診で用いられている聴覚ア

ンケートや聞こえの検査については、説明文や絵シートも含めていくつかの言

語に翻訳したものが作製され利用されつつある。ささやき声の検査に用いる６

単語もそれぞれの外国語に翻訳されているので「ツミキ、ジュース、キリン」

の３語が中高音域、「ウマ、オフロ、ボール」の３語が低中音域という音響的特

徴は役立たなくなる。しかし、ささやき声での検査ではあるので 40dB 以内の音

で聞こえを確認していることに変わりはなく、日本語ではなく外国語（例えば

英語やポルトガル語）で行ったと明記しておく必要はあるが、その有用性は高

いと思われる。英語版、ポルトガル語版、スペイン語版、が作製されているの

で活用していただきたい。 

 

       （あいち小児保健医療総合センター 言語聴覚士 浅見勝巳） 


